
東京外かく環状道路（関越道～湾岸道路）の整備促進に関する決議 

 

首都圏が国際競争力を強化し、世界から人材・情報・投資が集まる国際的ビジネス拠点としての役割を十

分に果たすためには、経済活動や都市機能を支える基幹道路ネットワークのさらなる整備が不可欠である。 

中でも、首都圏三環状道路は首都圏の経済や生活を支え、２０２０年オリンピック・パラリンピック大会

時にも重要な役割を担う基幹インフラである。折しも、外側の環状道路の利用が料金の面で不利にならない

よう、起終点を基本とした継ぎ目のない首都圏の高速道路の新たな料金体系が本年４月に導入されたことか

らも、一刻も早い整備が求められる。 

こうした中、首都高速中央環状線は昨年３月に全線開通し、渋滞緩和効果をはじめ高いストック効果が発

現している。また圏央道は昨年１０月に開通した区間がさらに増えて、整備率は約８割と概成しつつあり、

常磐道と東関東道、および、東名高速から東北道がそれぞれつながったことで、広域観光の振興や生活道路

の安全性向上、大型物流施設等の企業立地や生産性の向上、雇用や税収の増加など多岐にわたるストック効

果が発現している。一方、東京外かく環状道路（外環道）は整備率が約４割にとどまっており、これら２つ

の路線に比べて整備が遅れている状況である。 

このうち、関越道～東名高速間は、２０１２年９月に着工に至り、２０１３年９月には青梅街道ＩＣ（イ

ンターチェンジ）が道路区域決定を受け、全てのＪＣＴ（ジャンクション）・ＩＣで用地取得の推進体制が

整い、さらに一昨年３月には大深度地下使用の認可が下り、昨年３月には東京都が地中拡幅部の都市計画を

変更したことからも、早期完成に向けて整備をさらに加速していくことが求められる。 

一方、東名高速以南（東名高速～湾岸道路間）は、首都圏三環状道路の総仕上げの区間であり、湾岸道路

等との接続により関越道・中央道・東名高速と羽田空港や京浜港とのネットワークが確立される極めて重要

な路線であり、高いストック効果が期待されているが、未だルートが確定していない予定路線である。 

外環道の整備は、都心に流入している通過交通が迂回でき渋滞解消につながるため、関越道～東名高速間

のみでも年間の経済効果は約１，６００億円、費用対便益（Ｂ／Ｃ）でも費用の約１．９倍という高い効果

が見込まれているほか、生活道路の安全性向上や高い環境改善効果など、多岐にわたるストック効果が期待

されている。とりわけ、首都直下地震等の発災時には、一部区間に不通が生じた際にも速やかに移動するこ

とができる迂回機能（リダンダンシー）を発揮し、日本の東西交通の分断を防ぐことからも、必要不可欠な

路線である。 

従って、外環道のさらなる整備促進に向けて、下記の通り、特段の配慮をお願いするものである。 

記 

１．東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）の早期開通 

・本体トンネル部の工事を着実に推進し、オリンピック・パラリンピックが開催される２０２０

年までに開通できるよう、国において用地補償および工事に必要な財源を確保すること。 

・現在、約９割の進捗であるＪＣＴ・ＩＣ等の用地取得と併せて、本体トンネルのうち地上から

深さ４１メートル以内の箇所の区分地上権取得も促進すること。特に進捗が遅れている青梅街

道ＩＣ部における用地取得、区分地上権取得を加速すること。 

２．東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）の早期計画具体化 

・本年２月に設立された「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会」を

足掛かりとして検討を加速し、できる限り早く全体の計画を具体化し、事業化すること。 

・事業化した際には、まず、東名高速から第三京浜までの区間（約４ｋｍ）について早期に整

備すること。 
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